
別紙10-3

【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 国民に信頼される持続可能な公的年金制度等を構築し、適正な事業運営を図ること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 番号 Ⅹ－１－１

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

予
算
の
状
況

当初予算

86,571,465,625 87,649,290,171 88,932,464,870 89,959,129,771

補正予算

-961

91,350,879,679

＜105,148,957＞ ＜106,326,563＞ ＜106,843,268＞ ＜110,337,507＞ ＜110,334,129＞

-＜261,884＞ -＜312,498＞ -＜465,687＞

繰越し等

361,136 -352,396 -1,076,421

計

86,571,825,800 87,648,937,775 88,931,388,449

＜104,887,073＞ ＜106,014,065＞ ＜106,377,581＞

執 行 額

84,729,727,719 85,870,441,780 86,963,466,349

＜104,875,073＞ ＜106,002,065＞ ＜106,365,581＞

今年度はモニタリングのみのため、

５段階達成度合いは記載できない。
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番号 Ⅹ－１－１

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2 一般 厚生労働本省

● 3 一般 厚生労働本省

● 4 年金特別 基礎年金勘定

● 5 年金特別 国民年金勘定

● 6 年金特別 国民年金勘定

● 7 年金特別 厚生年金勘定

● 8 年金特別 厚生年金勘定

● 9 年金特別 業務勘定

● 10 年金特別 業務勘定

● 11 年金特別 業務勘定

◆ 1 年金特別 基礎年金勘定

◆ 2 年金特別 国民年金勘定

◆ 3 年金特別 国民年金勘定

◆ 4 年金特別 厚生年金勘定

◆ 5 年金特別 厚生年金勘定

◆ 6 年金特別 厚生年金勘定

◆ 7 年金特別 業務勘定

◆ 8 一般 厚生労働本省

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 一般 厚生労働本省 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

4,613,169,991

19,192,899,995

3,063,468,572

70,603,803

4,688,911,939

19,543,983,584

11,260,323

25,591,708,260

14,666

414,499,459

24,161,549,209

359,804,001

基礎年金給付費等基礎年金勘定へ繰入 基礎年金給付費等の財源の基礎年金勘定へ繰入れに必要な経費

14,100,940

24,746,569,912

25,760

476,648,446

24,135,779,769

231,783,039

3,076,928,014

62,925,506

基礎年金給付費等基礎年金勘定へ繰入 基礎年金給付費等の財源の基礎年金勘定へ繰入れに必要な経費

年金相談事業費等業務勘定へ繰入 年金相談事業費等の財源の業務勘定へ繰入れに必要な経費

実施機関保険給付費等交付金 実施機関保険給付費等交付金に必要な経費

国民年金給付費 国民年金給付に必要な経費

保険給付費 保険給付に必要な経費

保険給付費 存続厚生年金基金等給付費等負担金に必要な経費

公的年金制度等運営諸費 年金生活者支援給付金の支給事務に必要な経費

基礎年金給付費 基礎年金給付に必要な経費

福祉年金給付費 福祉年金給付に必要な経費

政策評価調書（個別票２）

政策名 国民に信頼される持続可能な公的年金制度等を構築し、適正な事業運営を図ること
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
元年度

当初予算額
２年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

公的年金制度等運営諸費 公的年金制度の持続可能性確保に必要な経費 204,564 225,058

業務取扱費 公的年金制度の適正な運営に必要な経費 14,294,331 16,786,177

社会保険オンラインシステム費 社会保険オンラインシステムの運用等に必要な経費 31,698,104 40,001,184

社会保険オンラインシステム費 社会保険オンラインシステムの見直しに必要な経費 28,952,839 35,174,542

小計
49,865,946,227 50,816,911,402

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

基礎年金相当給付費他勘定へ繰入及交付金 基礎年金相当給付費の財源の他勘定へ繰入れ及び交付に必要な経費 849,155,743 709,393,254

年金相談事業費等業務勘定へ繰入 年金相談事業費等の財源の業務勘定へ繰入れに必要な経費 190,357,972 199,039,550

日本年金機構運営費 日本年金機構運営費交付金に必要な経費 312,955,432 318,462,781

基礎年金拠出金等年金特別会計へ繰入 基礎年金拠出金等の財源の年金特別会計へ繰入れに必要な経費 11,794,790,891 11,940,104,794

小計
40,093,183,544 40,533,968,277

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

業務取扱費年金特別会計へ繰入 業務取扱費の財源の年金特別会計業務勘定へ繰入れに必要な経費 110,337,507 110,334,129

の内数

小計
＜110,337,507＞ の内数 ＜110,334,129＞ の内数

公的年金制度等運営諸費 年金生活者支援給付金の支給に必要な経費 185,888,523 185,888,523

合計
89,959,129,771 91,350,879,679

＜110,337,507＞ の内数 ＜110,334,129＞
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執 行 額

3,029,411 2,767,170 2,969,113

計

3,171,301 2,903,591 3,164,282

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰越し等

0 16,177 0

3,677,346

予
算
の
状
況

当初予算

2,663,326 2,887,414 3,164,282 3,445,062

補正予算

507,975 0 0

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 高齢期の所得保障の重層化を図るため、私的年金制度の適切な整備及び運営を図ること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、
５段階達成度合いを記載出来ない。

番号 Ｘ－１－２
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番号 Ｘ－１－２

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2 一般 厚生労働本省

● 3 一般 厚生労働本省

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

合計
3,445,062 3,677,346

の内数 の内数

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
3,445,062 3,677,346

＜＞ の内数 ＜＞ の内数

3,598,944

私的年金制度整備運営費 存続厚生年金基金等助成に必要な経費 4,275 4,275

元年度
当初予算額

２年度
概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

私的年金制度整備運営費 企業年金等健全育成に必要な経費 55,746 74,127

私的年金制度整備運営費 国民年金基金等助成に必要な経費 3,385,041

政策評価調書（個別票２）

政策名 高齢期の所得保障の重層化を図るため、私的年金制度の適切な整備及び運営を図ること
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項


